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A．研究目的 
 国民をウイルス肝炎から守るためには、

肝炎ウイルスへの感染防止を多方面から進

める必要がある。特に国民への啓発活動が

大切であり、肝炎対策基本指針の中に“肝炎

患者等が不当な差別を受けることなく社会

において安心して暮らせる環境作りを目指

す”ための施策として示されている。 
 本研究班では国民への啓発をさらに進め

るためにこれまで作成したガイドラインに

基づいて e-learning を作成し、ガイドライ

ンの効果を検証する計画を立てた。2018 年

から 2019 年にかけて e-learning の教材作

成を終えており、2019 年度から検証作業を

開始する予定であったが、動画を用いた教

材を用いることとなり、2021 年度までにこ

の作成を終えた。今回はこの教材を用いて

啓発活動を展開した。 
 
B．研究方法 
 本研究は一般生活者・医療従事者・保育施

設勤務者・高齢者施設勤務者を対象とする

ものである。 
 一般生活者としては、東京大学医科学研

究所、国立病院機構長崎医療センター、国立

病院機構大阪医療センターの計８施設に勤

務する事務職員を対象にする。医療従事者

としては同じ施設に勤務する医師・看護師・

臨床検査技師・薬剤師・看護学生を対象にす

る。保育施設勤務者としては大阪府急性期・

総合医療センターの関係している施設の職

員、高齢者施設勤務者としては、介護施設・

高齢者施設の勤務者・肝炎医療コーディネ

ータ―も対象にした。 
 対象者には動画を用いた e-learning 施行

前に施設規模、対象者属性、対象者の肝炎ウ

イルス感染経路、ワクチンに対する意識を

問うアンケートを実施する。研究参加者は

Business Intelligence 社のウエブサイトに

アクセスしてアンケートに回答する。回答

後に回答者が指定したメールアドレスに e-
learning へのアクセスログを送付してもら

う。e-learning 施行後にはアンケートが付

されており、e-learning につけられた設問

研究要旨 国民をウイルス肝炎から守るためには、感染経路、予防に関して啓発を行う

ことが大切だと考えられる。今回医療施設従事者、保育施設勤務者、高齢者施設勤務者を

対して e-learning を行い、前後で肝炎の感染経路、予防に関する認識の変化を調査した。

特に保育施設勤務者、高齢者施設勤務者に対して学習効果が高かった。こうしたハイリ

スクでありながら普段学習の機会が少ない人に対しては e-learning を用いた啓発は特に

有用であることが示された。 
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の回答結果とともに Business Intelligence
社に送付される。 
 Business Intelligence 社では回答結果の

解析を行い、主任研究者の施設に報告する。 
 
（倫理面への配慮） 
 本研究は東京大学医科学研究所において

倫理申請を行い、承認を得た（2019-20-
0718）。 
 
C．研究結果 

研究結果は（図）に示す通りである。要約

すると以下の通りである。 
1. 合計 255名に対して e-learningを実施

した。内訳は医療機関が 138 人

（54.1%）、高齢者施設が 64 人（25.1%）、

保育施設が 53 人（20.8％）であった。

また、職種別の分類は看護師が最も多

く 66 人（29.2％）、続いて事務職員が

41 人（18.1%）、ヘルパー・介護士が 35
人（15.5%）であった。 

2. 「血液を介して感染が起こるウイルス

肝炎」の認識度は医療機関においては

90％程度であったが、保育施設・高齢

者施設勤務者では 60～80％程度の認

識率であった。E-learning を行うこと

で認識率は 90％を超えた。他方医療機

関勤務者では e-learning の学習効果は

低かった。 
3. A 型肝炎、E 型肝炎が経口感染するウ

イルス感染症だという認識は 50％以

下であった。E-learning によりこちら

も 90％以上に認識率が上昇した。 
4. B 型肝炎がワクチンで予防できる疾病

であることは 80％程度の認知率であ

った。A 型肝炎に関しては 20％程度の

認知率であった。またＣ型肝炎がワク

チンで予防可能な疾病だと考えている

人が 30％程度いた。E-learning により

正解率は 80％以上になった。 
5. 感染経路を知ったことにより、学習前

に知識のなかった人の半数以上がＢ型

肝炎ワクチンの接種を希望した。 
 
D．考察 
 肝炎ウイルスの感染経路としてはＢ型、

Ｃ型肝炎ウイルスが主に血行感染すること

は多くの人が知っているが、Ｂ型肝炎がワ

クチンで予防できることは医療の場で勤務

する人であっても多くが知らない。Ｂ型肝

炎、Ｃ型肝炎の感染者は少しずつ減少して

はいるものの母子感染、水平感染で感染す

る人は現在もおり、その感染対策は大きな

問題である。また、感染している人に対する

偏見・差別は感染者の数が減り、感染に関す

る正確な知識を持つ人は減ることにより顕

在化する可能性がある。 
医療従事者は 90％程度が感染経路、予防

に関する知識を持っているが、e-learning
による学習効果は高くなかった。医療現場

にいる人は様々な情報を受け取る機会が多

く、“知っているつもり”であることが一因

と思われる。また、事務職員が含まれること

も影響していると考えられる。医療現場に

勤務する人は感染経路、予防に関して全員

がしっかりした知識を持っている必要があ

り、研修・教育の必要性が改めて浮き彫りに

なった。 
保育施設従事者、高齢者施設従事者の学

習効果は高く、e-learning の学習効果は高

かった。また、学習後のＨＢワクチン接種へ

の関心も高かった。ハイリスクの現場に勤

務しながら十分な学習の機会に恵まれなか

った人に対して今回の e-learning システム

は有用と思われる。 
e-learning を使った啓発は不安感を抱く

人の多い歯科医療の現場や患者の家族に対

しても有用なことが期待できる。今後そう

した対象に e-learning を行う方向が望まし

いと思われ、今後適切な教材を開発してい

ければと考える。 
 
E．結論 
 e-learning を用いた肝炎の感染経路、予

防に関する啓発は特に保育施設勤務者、高

齢者施設勤務者に対して有効であった。 
 
F．健康危険情報 
 なし 
 
G．研究発表 
 １．論文発表 
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  該当なし 
 
２．学会発表 
該当なし 

 
H．知的財産権の出願・登録状況（予定を含

む。） 
 １．特許取得 
  該当なし 
 
 ２．実用新案登録 
  該当なし 
 
 ３．その他 
  該当なし 

 



図 調査結果のまとめ 
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